
 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 2 4 年 度 

(平成25年３月31日現在) 

盛 岡 市 財 務 書 類 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



目   次 

 

 

Ⅰ 新公会計制度による財務書類の作成について ………………………………………… １ 

 

Ⅱ 普通会計財務書類について 

１ 普通会計財務書類の基本的な作成基準 ……………………………………………… ２ 

２ 平成24年度決算 財務書類４表 ……………………………………………………… ４ 

２－１ 貸借対照表 ………………………………………………………………………… ５ 

２－２ 行政コスト計算書 ………………………………………………………………… ９ 

２－３ 純資産変動計算書 ………………………………………………………………… 13 

２－４ 資金収支計算書 …………………………………………………………………… 15 

 

Ⅲ 連結財務書類について 

１ 連結財務書類とは ……………………………………………………………………… 17 

２ 連結財務書類の基本的な作成基準 …………………………………………………… 17 

３ 平成24年度決算 連結財務書類４表 ………………………………………………… 19 

 

用語解説 ………………………………………………………………………………………… 25 

 

注記 ……………………………………………………………………………………………… 27 



- 1 - 

 

Ⅰ 新公会計制度による財務書類の作成について 

 

 地方公共団体の財務会計は，年度単位を基本とする現金主義がとられており，収入と支出を単純

に差し引きする単式簿記の方法を用いています。 

そこで，現金の出入りだけではなく，これまでに蓄積された“資産”や，発生した“経費”を含

めて分析・公表するために，「貸借対照表」，「行政コスト計算書」，「純資産変動計算書」，「資

金収支計算書」を，平成20年度の決算から毎年作成しています。 

 

貸借対照表 どのような資産をどのような負担で蓄積してきたかを示すもの 

行政コスト計算書 １年間の行政活動のうち，資産形成につながらない行政サービスの経費（人件

費や物件費などのコスト）とその行政サービスの直接対価（使用料など）となる

財源を対比させたもの 

純資産変動計算書 貸借対照表の純資産の部（「資産」－「負債」＝「純資産」であり，資産形成の財

源として費やした市税や国県補助金等の額など）に計上されている各数値が１

年間でどのように変動したかを示すもの 

資金収支計算書 歳計現金（＝資金）の出入りの情報を示すもの 

 

 これら新公会計制度による財務書類の作成により， 

 

① 今までの決算書では見えにくいコスト（減価償却費，各種引当金）やストックの把握 

② 将来の住民負担に対する意識 

③ 連結による地方三公社・第三セクター等を含めた資産・債務の把握と普通会計への影響度 

④ コスト分析と行政評価への活用 

⑤ 資産台帳の段階的な整備 

 

などが図られ，より客観的な手法により財政状況を明らかにすることを目指すものです。 

 今後，データの蓄積による経年比較，他団体との比較により本市の財政状況の特徴，課題等を明

らかにし，財政運営に活用することを目指していきます。 
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Ⅱ 普通会計財務書類について 

 

１ 普通会計財務書類の基本的な作成基準 

 

本市の普通会計財務書類は，「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成19年10月17日）

に基づき，「総務省方式改定モデル」で作成しています。 

 

(1) 対象会計 

   この財務書類は，次の会計からなる普通会計を対象としています。 

・ 盛岡市一般会計 

（駐車場事業，観光施設事業及び介護サービス事業に関する経費を除く） 

  ・盛岡市母子寡婦福祉資金貸付事業費特別会計 

  ・盛岡市土地取得事業費特別会計 

 

(2) 作成基準日 

平成25年３月31日を作成基準日としています。 

出納整理期間（平成25年４月１日～５月31日）における取引は，基準日までに終了した

ものとして処理しています。 

 

(3) 基礎数値 

昭和44年度から平成24年度までの地方財政状況調査（決算統計）における数値，盛岡市平

成24年度決算書等の数値を使用しています。 

 

(4) 回収不能見込額の計上方法 

回収不能見込額の計上については，それぞれの収入科目において「不納欠損額／（滞納

繰越収入額＋不納欠損額）」の過去５年間の平均を不納欠損実績率とし，それを乗じるこ

とで算定・計上しています。 

 

(5) 退職手当引当金の計上方法 

   退職手当引当金の計上方法については，特別職を含む全職員が年度末に普通退職したと

仮定して算定・計上しています。 

 

(6) 公共資産の計上・評価方法 

公共資産の計上については，再調達価額によることとされていますが，「総務省方式改

訂モデル」については段階的整備が認められており，有形固定資産については取得価額（昭

和44年度から平成24年度までの地方財政状況調査における普通建設事業費）で，売却可能

資産については再調達価額で計上しています。 

また，売却可能資産については，現在未使用で売却可能な土地を計上しており，再調達

価額の算定については，固定資産税評価を基とした評価（評価基準日：平成25年１月１日）
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により行っています。 

 

(7) 有形固定資産の耐用年数 

有形固定資産は，「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成19年10月17日）で示さ

れた耐用年数に従い，残存価額を０とする定額法により減価償却しています。なお，土地

については減価償却をしていません。 

 

【有形固定資産の耐用年数表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 耐用年数 区分 耐用年数
①生活インフラ・国土保全 ④環境衛生 25

(1)道路 48 ⑤産業振興

(2)橋りょう 60 (1)商工 25
(3)河川 49 (2)労働 25
(4)砂防 50 (3)農林水産業

(5)海岸保全 30 ⅰ)造林 25
(6)港湾 49 ⅱ)林道 48
(7)都市計画 ⅲ)治山 30

ⅰ)街路 48 ⅳ)砂防 50
ⅱ)都市下水路 20 ⅴ)漁港 50
ⅲ)区画整理 40 ⅵ)農業農村整備 20
ⅳ)公園 40 ⅶ)海岸保全 30
ⅴ)その他 25 ⅷ)その他 25

(8)住宅 40 ⑥消防

(9)空港 25 (1)庁舎 50
(10)その他 25 (2)その他 10

②教育 50 ⑦総務

③福祉 (1)庁舎等 50
(1)保育所 30 (2)その他 25
(2)その他 25



- 4 - 

 

２ 平成24年度決算 財務書類４表 

 

平成24年度決算を基に作成した「貸借対照表」，「行政コスト計算書」，「純資産変動計算

書」，「資金収支計算書」の概要と相互の関連は以下のとおりです。 

 

資産 5,032 億円 負債 1,484 億円 経常行政コスト 951 億円
（ 29.49% ）

人にかかるコスト 169 億円
公共資産 4,648 億円 固定負債 1,340 億円

物にかかるコスト 280 億円
投資等 274 億円 流動負債 144 億円

移転支出的なコスト 477 億円
流動資産 110 億円

その他のコスト 25 億円

（うち歳計現金) 19 億円 純資産 3,548 億円
（ 70.51% ）

収益（使用料などの受益者負担） 31 億円

資産合計 負債・純資産合計
5,032 億円 5,032 億円

純経常行政コスト 920 億円

21 億円 期首純資産残高 3,549 億円

△ 2 億円 純経常行政コスト 920 億円

200 億円

△ 27 億円 一般財源，補助金等受入 926 億円

△ 175 億円

臨時損益，資産評価替等 △ 7 億円

19 億円

期末純資産残高 3,548 億円

１年間増減 △ 1 億円

経常的収支

公共資産整備収支

資産増減額

＋

＝

＝

期末歳計現金残高

投資・財務的収支 ＋

＋

期首現金残高

（１年間に要した行政サービスのコスト）

（１年間の純資産の動き）

（資産の状況とその財源）

（１年間の資金（現金）の流れ）

－

－

＝

貸借対照表 行政コスト計算書

資金収支計算書 純資産変動計算書
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２－１ 貸借対照表 

 

貸借対照表とは，自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と，そ

の資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを表した財務書類です。 

財産（資産）には，行政サービスを提供するために使用する資産（有形固定資産など）と，

将来収入をもたらす資産（売却可能資産，貸付金・未収金など）があります。 

資産 5,032 （ 100.00% ) 負債 1,484 （ 29.49% )

１．公共資産 4,648 （ 92.37% ) １．固定負債 1,340 （ 26.63% )

(1)有形固定資産 4,588 (1)地方債 1,183

(2)売却可能資産 60 (2)長期未払金 0

２．投資等 274 （ 5.45% ) (3)退職手当引当金 156

(1)投資及び出資金 96 (4)損失補償等引当金 1

(2)貸付金 28 ２．流動負債 144 （ 2.87% )

(3)基金等 130 (1)翌年度償還予定地方債 124

(4)長期延滞債権 28 (2)短期借入金(翌年度繰上充用金) 0

(5)回収不能見込額 △ 8 (3)未払金 0

(貸付金，長期延滞債権)

(4)翌年度支払予定退職手当 12
３．流動資産 110 （ 2.19% )

(5)賞与引当金 8

(1)現金預金 104

(財政調整基金　82，減債基金　3，歳計現金　19）

純資産 3,548 （ 70.51% )
(2)未収金 6

うち回収不能見込額(未収金)　 △ 2

資　産　合　計 5,032 負　債　・　純　資　産　合　計 5,032

借方（資産） 　　　　　　　　　　　　　　　　貸方（財源）                      単位：億円

貸借対照表（普通会計）

(平成25年３月31日現在)行政サービス提供能力

将来世代の負担
(地方債，退職手当引当金等）

これまでの世代の負担
(国県支出金，一般財源等）

 

 

財源（負債・純資産）は，地方債や退職手当引当金など将来世代の負担となる「負債」と，

国や県の補助金や市税など過去・現世代が負担した「純資産」があります。 

普通会計の平成24年度末の資産総額は5,032億円，負債総額は1,484億円（29.49％），純資

産は3,548億円（70.51％）となっています。 
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○貸借対照表からわかること 

 

(1) 有形固定資産の行政目的別割合 

有形固定資産の目的別割合をみると，道路・街路の整備や公園の整備など「生活インフラ・

国土保全」が65.01％を占めており，社会資本の半分以上が生活のための基盤整備分である

ことがわかります。次いで，小学校や中学校，公民館などの「教育」が22.14％，ごみ処理

施設などの「環境衛生」が4.42％となっています。 

 

 

 

(2) 前年度貸借対照表との比較 

平成24年度末の貸借対照表と比較すると，資産合計が5,040億円から5,032億円と８億円の

減，負債合計が1,491億円から1,484億円と７億円の減，純資産が3,549億円から3,548億円と

１億円の減となっています。 

資産のうち公共資産20億円の減少は普通建設の減，流動資産12億円の増は財政調整基金の

増，また，負債のうち固定負債９億円の増は地方債（臨時財政対策債を含む）の増，流動負

債16億円の減は翌年度償還予定地方債の減が主な要因となっています。 

       

単位：億円 

 

  Ｈ24 Ｈ23 増減額 増減率（％） Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

 

資産合計 5,032 5,040 △8 △0.2 5,038 5,025 4,969 

 

 １．公共資産 4,648 4,668 △20 △0.4 4,660 4,692 4618 

 

 ２．投資等 275 275 0 0 267 264 286 

 

 ３．流動資産 109 97 12 12.4 111 69 65 

 

負債合計（将来世代の負担） 1,484 1,491 △7 △0.5 1,492 1,522 1,579 

 

 １．固定負債 1,340 1,331 9 0.7 1,335 1,367 1,423 

 

 ２．流動負債 144 160 △16 △10.0 157 155 156 

 

純資産合計 

（これまでの世代の負担） 
3,548 3,549 △1 △0.0 3,546 3,503 3,390 

 

産業振興 

149 億円(3.25％) 生活インフラ・国土保全 

2,982 億円(65.01％) 

教育 

1,016 億円(22.14％) 

環境衛生 

203 億円(4.42％) 

総務 

146 億円(3.18％) 

福祉 

69 億円(1.50％) 

消防 

23 億円(0.48％) 

合計 4,588 億円 
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(3) 各種指標 

① 社会資本形成の世代間負担比率 

公共資産(社会資本整備の結果)に対する純資産(これまでの世代の負担)の割合または地

方債残高(将来世代の負担)の割合から，社会資本の整備が世代間でどのように負担されて

いるかをみることができます。 

地方公共団体の平均的な値として，これまでの世代の負担率が50～90％，将来世代の負

担率が15～40％といわれています。 

本市は，これまでの世代の負担が76.33％，将来世代の負担が28.12％となっており，過

度の負担を将来世代に残すことなく，資産形成を行っているといえます。 

                                                        

    

単位：億円 

  Ｈ24 Ｈ23 増減 Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

公共資産合計 4,648 4,668 △20 4,660 4,692 4,618 

純資産合計 3,548 3,549 △1 3,546 3,503 3,390 

地方債残高 1,307 1,307 0 1,304 1,330 1,359 

これまでの世代の負担率（％） 76.33 76.03 0.30 76.09 74.66 73.41 

将来世代の負担率（％） 28.12 28.00 0.12 27.98 28.35 29.43 

 

② 純資産比率 

負債・純資産合計に占める純資産の割合で，企業会計の自己資本比率にあたるものです。

純資産の割合が高いほど，財政状態が健全であるといえます。 

本市の純資産比率は70.51％となっています。資産全体の約７割を返済の必要ない財源で

賄っており，健全な財政運営を行っているといえます。 

               

    

単位：億円 

  Ｈ24 Ｈ23 増減 Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

負債・純資産合計 5,032 5,040 △8 5,038 5,025 4,969 

純資産合計 3,548 3,549 △1 3,546 3,503 3,390 

負債合計 1,484 1,491 △7 1,492 1,522 1,579 

純資産比率（％） 70.51 70.42 0.09 70.39 69.71 68.22 

負債比率（％） 29.49 29.58 △0.09 29.61 30.29 31.78 

                                     

③ 歳入対資産比率 

歳入総額に対する資産の割合から，形成されたストックである資産は何年分の歳入が充

当されたかをみることができ，資産形成の規模を測ることができます。この比率が高いほ

ど社会資本の整備が進んでいるといえます。 
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本市の歳入額対資産比率は4.54年分となっています。地方公共団体の平均的な値は3.0

～7.0 の間といわれており，その範囲内となっています。 

     

単位：億円 

  Ｈ24 Ｈ23 増減 Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

歳入合計（A） 1,108 1,142 △34 1,071 1,083 954 

資産合計（B） 5,032 5,040 △8 5,038 5,025 4,969 

歳入対資産比率

（B/A） 
4.54 年分 4.41 年分 0.13 年分 4.70 年分 4.64 年分 5.21 年分 

※「資産合計」は，貸借対照表の数値を使いますが，「歳入合計」は，資金収支計算書の 

各部の収入合計の総額に期首歳計現金残高を加算して算出します。 

 

 ④ 資産老朽化比率 

有形固定資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合から，耐用年数と比較してどの程

度の年数が平均して経過しているかをみることができます。 

本市の資産老朽化比率は45.65％となっています。地方公共団体の平均的な値は35～50％

の間といわれており，本市もその範囲内ではありますが，前年度と比べて1.45ポイント増加

しております。今後，「公共施設保有の最適化と長寿命化のため基本方針」に沿った取組を

行っていく必要があります。 

     

単位：億円 

  Ｈ24 Ｈ23 増減 Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

減価償却累計額（A） 2,693 2,560 133 2,428 2,299 2,170 

有形固定資産合計（B） 4,588 4,602 △14 4,575 4,603 4,580 

土地（C） 1,382 1,366 16 1,352 1,340 1,286 

資産老朽化比率 

（A/（B－C＋A）） 
45.65% 44.20% 1.45% 42.96% 41.33% 39.71% 

 

 ⑤ 他都市との比較について 

   ①～④までの指標について，平成23年度の東北５市（本書類を作成していない福島市を

除く県庁所在都市）の平均との比較は以下のとおりです。 

  
盛岡市 東北５市平均 

Ｈ24 Ｈ23 Ｈ23 

①これまでの世代の負担率（％） 76.33 76.03 71.24 

①将来世代の負担率（％） 28.12 28.00 36.46 

②純資産比率（％） 70.51 70.42 63.10 

③歳入対資産比率（年分） 4.54 年分 4.41 年分 3.98 年分 

④資産老朽化比率（％） 45.65 44.20 44.65 
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２－２ 行政コスト計算書 

 

行政コスト計算書は，４月１日から翌年３月31日までの１年間の行政活動のうち，資産形成

に結びつかない行政サービスに係るコストと，それに対する受益者負担がどれほどであるかを

表しています。 

金額（億円） 構成比率（％）

951 100.00

１．人にかかるコスト 169 17.77

(1)人件費 142 14.93

(2)退職手当引当金繰入等 19 2.00

(3)賞与引当金繰入額 8 0.84

２．物にかかるコスト 280 29.44

(1)物件費 141 14.83

(2)維持補修費 5 0.53

(3)減価償却費 134 14.09

３．移転支出的なコスト 477 50.16

(1)社会保障給付 261 27.44

(2)補助金等 70 7.36

(3)他会計等への支出額 127 13.35

(4)他団体への公共資産整備補助金等 19 2.00

４．その他のコスト 25 2.63

(1)支払利息 20 2.10

(2)回収不能見込額 5 0.53

(3)その他行政コスト 0 0.00

31

１．使用料・手数料 18

２．分担金・負担金・寄附金 13

920（差引）純経常行政コスト　（Ａ－Ｂ）

経　常　行　政　コ　ス　ト　（Ａ）

自　平成24年４月 １日
至　平成25年３月31日

行政コスト計算書（普通会計）

経　常　収　益　（Ｂ）

受益者負担率　（Ｂ/Ａ） 3.26%

 

人や物にかかるコストや移転支出的なコストなどである「経常行政コスト」は951億円であ

り，それに対しての使用料や手数料などの受益者負担である「経常収益」は31億円で，「受益

者負担率」は3.26％となっています。「経常行政コスト」から「経常収益」を控除した「純経

常行政コスト」は920億円となり，この不足分については，市税や地方交付税などの一般財源や

国県補助金などにより賄われます。 
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○ 行政コスト計算書からわかること 

 

(1) 性質別のコスト比較 

平成24年度の「経常行政コスト」は951億円となっており，性質別にみると，社会保障給

付（扶助費）や他会計等への支出額といった「移転支出的なコスト」が477億円で全体の約

半分を占めています。これは生活保護費などの扶助費によるものです。次いで，時の経過に

よる固定資産の価値の減少分を表す減価償却費や物件費など「物にかかるコスト」が280億

円で29.44％，職員に対する人件費など｢人にかかるコスト｣が169億円で17.77％を占めてい

ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 目的別のコスト比較 

生活保護費などの社会保障給付が多い「福祉」が389億円で全体の40.99％を，次いで減価

償却費の大きい「生活インフラ・国土保全」が158億円で16.65％，その他「教育」が101億

円で10.64％，「環境衛生」が89億円で9.38％を占めています。 

性質別・行政目的別の両面から見ても，生活保護費などの社会保障給付が大きな割合を占

め，次いで過去の都市基盤・教育施設などの減価償却費が主なコストとなっているといえま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物にかかるコスト 

280 億円（29.44％） 

 

移転支出的なコスト 

477 億円(50.16％) 

その他のコスト 

25 億円(2.63％) 

合計 951 億円 

人にかかるコスト 

169 億円(17.77％) 

人にかかるコスト：人件費，退職手当引当金繰入等 

物にかかるコスト：燃料費，委託料，減価償却費等 

移転支出的なコスト：社会保障給付，補助金，他会計への繰出金等 

そ の 他 の コ ス ト：支払利息等 

生活インフラ・国土保全 

158 億円(16.65％) 

環境衛生 

89 億円(9.38％) 

教育 

101 億円(10.64％) 

福祉 

389 億円(40.99％) 

消防 

34 億円(3.58％) 

合計 951 億円 

産業振興 

62 億円(6.53％) 

支払利息等 

24 億円(2.57％) 

議会 

7 億円(0.74％) 

総務 

85 億円(8.96％) 
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(3) 前年度行政コスト計算書との比較 

平成23年度の行政コスト計算書と比較すると，人にかかるコストが２億円増（退職手当の

増），物にかかるコストが12億円増（除排雪経費，緊急雇用事業の増），移転支出的なコス

トが３億円の増（扶助費の増）となっており，経常行政コスト合計で934億円から951億円と

17億円の増となっています。経常収益は30億円から31億円と１億円の増となっており，経常

行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストでは904億円から920億円と16億円

の増となっています。 

  

      

単位：億円 

 

  Ｈ24 Ｈ23 増減額 
増減率

（％） 
Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

 

経常行政コスト（A） 951 934 17 1.8 898 909 808 

 

１．人にかかるコスト 169 167 2 1.2 163 185 175 

 

２．物にかかるコスト 280 268 12 4.5 262 250 239 

 

３．移転支出的なコスト 477 474 3 0.6 448 446 370 

 

４．その他のコスト 25 25 0 0 25 28 24 

 

経常収益（B） 31 30 1 3.3 29 30 31 

 

１．使用料・手数料 18 18 0 0 18 20 21 

 

２．分担金・負担金・寄附金 13 12 1 8.3 11 10 10 

 

純経常行政コスト（A-B） 920 904 16 1.8 869 879 777 

 

 (4) 各種指標 

 ① 受益者負担率（行政目的別経常収益対経常コスト比率） 

行政コスト計算書における経常収益は，いわゆる受益者負担の金額であるため，経常収益

の行政コストに対する割合を算定することで，受益者負担割合を算定することができます。 

平均的な値は，２％～８％の間といわれており，本市もその間の値ではありますが，今後

も他団体と比較を行うなど，適正な比率であるかどうかについて検討していきます。 

行政目的 
経常コスト 

（億円） 

経常収益 

（億円） 

受益者負担率 

（％） 

生活インフラ・国土保全 158 4 2.47 

教育 101 1 0.89 

福祉 389 14 3.60 

環境衛生 89 5 5.62 

産業振興 62 1 0.97 

消防 34 0 0.00 

総務 86 2 2.67 

議会 7 0 0.00 

普通会計全体 951 31 3.26 
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※ 普通会計全体は支払利息，回収不能見込計上額などが含まれること，一般財源化される収入があること

から上記目的別を合算したものとは一致しません。 

 

 
Ｈ24 Ｈ23 増減 Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

受益者負担率（％） 3.26 3.21 0.05 3.23 3.30 3.84 

 

② 行政コスト対税収等比率 

純経常行政コストに対する一般財源等の比率をみることによって，当年度に行われた行政

コストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して，どれだけが当年度の負担で賄

われたかがわかります。比率が 100％を下回っている場合は，翌年度以降へ引き継ぐ資産が

蓄積されたり，翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたことを表し，逆に比率が 100％を上

回っている場合は，過去から蓄積した資産が取り崩されたり，翌年度以降へ引き継ぐ負担が

増加したことを表しています。 

扶助費の増加等の要因により，純経常行政コストが年々増加しており，前年に引き続き

100％を上回っています。 

     

単位：億円 

  Ｈ24 Ｈ23 増減 Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

純経常行政コスト（Ａ） 920 904 16 869 862 777 

一般財源（Ｂ） 681 675 6 681 701 643 

補助金等受入（その他の一

般財源等の列）（Ｃ） 
211 212 △1 216 223 138 

行政コスト対税収等比率 

（Ａ／(Ｂ＋Ｃ)×100） 
103.14% 101.92% 1.22％ 96.88% 93.29% 99.49% 

※ 「純経常行政コスト」は行政コスト計算書の数値を使いますが，「一般財源」，「補助金等受入」は純資

産変動計算書の数値を使用します。 

「補助金等受入（その他一般財源等の列）」については，「2-3 純資産変動計算書」をご参照ください。 

 

③ 他都市との比較について 

  ①，②の指標について，平成 23 年度の東北５市（本書類を作成していない福島市を除く県

庁所在都市）の平均との比較は以下のとおりです。 

 

  
盛岡市 東北５市平均 

Ｈ24 Ｈ23 Ｈ23 

①受益者負担率（％） 3.26 3.21 3.59 

②行政コスト対税収等比率（％） 103.14 101.92  96.13 

※ 平成 23 年度行政コスト対税収等比率の東北５市平均（96.13％）については，仙台市が 73.54％と突出

した数値となっており，仙台市を除いた４市の平均は，101.77％となっています。 
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２－３ 純資産変動計算書 

 

純資産変動計算書は，貸借対照表の純資産の部に計上されているものが１年間でどのように

変動したか，またどういった財源や要因で増減したかを表しています。 

金額（億円）

3,549

純経常行政コスト △ 920

一般財源 681

地方税 414

地方交付税 193

その他行政コスト充当財源 74

補助金等受入 245

(うちその他一般財源等 211 )

臨時損益 0

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

損失補償等引当金戻入益 0

資産評価替による変動額 △ 7

無償受贈資産受入 0

その他 0

3,548

期首純資産残高

期末純資産残高

純資産変動計算書（普通会計）

自　平成24年４月 1日
至　平成25年３月31日

約1億円
の減少

 

      

単位：億円 

  Ｈ24 Ｈ23 増減 Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

純経常行政コスト 920 904 16 869 879 777 

一般財源 681 675 6 682 701 643 

補助金等受入 245 249 △ 4 234 246 153 

臨時損益 0 1 △ 1 0 △ 1 △ 1 

資産評価替による変動額 △ 7 △ 18 11 △ 4 46 0 
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○ 純資産変動計算書からわかること 

 

期首に3,549億円あった純資産残高が期末では3,548億円と，１年間で１億円減少していま

す。 

これは，行政サービスを提供するために要した経費である「純経常行政コスト」の920億円

及び資産評価替による変動額７億円を，一般財源や補助金等の受入れなど当年度の収入で賄

うことができなかったといえます。 

今後も，経常的経費の見直しなどにより純経常行政コストの削減を行うとともに，一般財

源の確保に努め，純資産残高が減少することのないよう努力していく必要があります。 
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２－４ 資金収支計算書 

 

資金収支計算書は，歳計現金（＝資金）の出入りを「経常的収支の部」，「公共資産整備収

支の部」及び「投資・財務的収支の部」にわけて表示した財務書類で，どのような活動に資金

が必要とされ，どのように賄われているかを表しています。 

21 億円

△ 2 億円

200 億円

△ 27 億円

△ 175 億円

19 億円期末歳計現金残高

経常的収支

公共資産整備収支

投資・財務的収支

＝

（１年間の資金（現金）の流れ）

期首現金残高

＋

資産増減額

資金収支計算書

経常的収支(200億円の黒字)

【収入】

地方税や使用料等
【支出】
人件費，物件費，社会保障給付等

公共資産整備収支(27億円の赤字)
【収入】
国県補助金，地方債等
【支出】
公共資産整備費，建設費補助等

投資・財務的収支(175億円の赤字)
【収入】
貸付金回収，基金取崩等
【支出】
地方債償還金，基金積立金支出等

 

      

単位：億円 

  Ｈ24 Ｈ23 増減 Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

 期首現金残高 21 28 △ 7 13 9 15 

 資産増減額 △ 2 △ 7 5 15 4 △ 6 

  （経常的収支） 200 217 △ 17 250 179 192 

  （公共資産整備収支） △ 27 △ 45 18 △ 41 △ 41 △ 32 

  （投資・財務的収支） △ 175 △ 179 4 △ 194 △ 134 △ 166 

 期末歳計現金残高 19 21 △ 2 28 13 9 

 

 

○ 資金収支計算書からわかること 

 

(1) 経常的な事業による収支 

「経常的収支の部」は，人件費や物件費などの支出と地方税や使用料などの収入が計上され，

日常の行政活動による資金収支の状況を表示したものです。 

200億円の黒字となっており，公共資産整備や地方債償還などに充当されることになります。 
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(2) 公共資産整備に係る支出 

「公共資産整備収支の部」は，公共資産の整備などによる支出とその財源である補助金・

地方債などによる収入が計上され，いわゆる公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況が

表示されるものです。 

27億円の赤字となっています。 

 

(3) 投資・財務運用に係る収支 

「投資・財務的収支の部」は，出資金，貸付金，基金積立金，地方債の償還などによる支

出とその財源である貸付金元金の回収や基金の取崩などの収入が計上されており，投資活動

や地方債の償還（財務活動）による資金の出入りの状況が表示されるものです。 

175億円の赤字となっています。 

 

(4) 当年度歳計現金増減額 

年度当初21億円であった歳計現金（＝資金）は，２億円減少し，平成24年度末では19億円

となっています。 

 

(5) 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

      

単位：億円 

 

  Ｈ24 Ｈ23 増減 Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 

 

収入総額（Ａ） 1,087 1,114 △27 1,058 1,074 940 

 

地方債発行額（Ｂ） 129 135 △6 109 100 89 

 

財政調整基金取崩額（Ｃ） 0 22 △22 0 4 0 

 

支出総額（Ｄ） 1,089 1,121 △32 1,043 1,070 945 

 

地方債元利償還額（Ｅ） 148 155 △7 157 155 154 

 

財政調整基金等積立額（Ｆ） 16 17 △1 27 5 13 

 

基礎的財政収支 

（Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 
33 8 25 90 60 90 

 行政サービスに使う政策的経費を地方債や基金を利用せずに税収などで賄えているかどう

かをみる指標です。地方債発行額と基金取崩額を除いた歳入から，地方債元利償還額と基金

積立額を除いた歳出を引いた収支となります。 

本市の場合，基礎的財政収支は33億円の黒字になっております。   
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Ⅲ．連結財務書類について 

 

１． 連結財務書類とは 

 

連結財務書類とは，普通会計のほか自治体を構成するその他の特別会計や，自治体と連携協

力して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービス実施主体とみなして

作成する財務書類です。 

本市の連結対象範囲は，「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成19年10月公表）」に基

づく「総務省方式改定モデル」により，普通会計、公営企業会計（法適用），その他の特別会

計，一部事務組合・広域連合，地方三公社，そして市が一定割合以上の出資を行っている第三

セクター等となっています。 

 

２．連結財務書類の基本的な作成基準 

 

(1) 連結対象会計・団体 

   ① 普通会計 

普通会計とは，地方公共団体ごとに異なっている一般会計など各会計の範囲について

財政比較などをするために統一的に用いられる会計区分です。 

   （会計の範囲は，Ⅱ１(1)をご参照ください。） 

 

   ② 公営企業会計（法適用） 

公営企業会計（法適用）とは，組織・財務について特例を定めている地方公営企業法

を適用または一部適用している地方公共団体が営む企業で，独立採算により経営を行っ

ている会計です。 

本市の連結対象会計は，以下の３会計です。 

・水道事業会計   ・病院事業会計 

・下水道事業会計 

 

   ③ その他の特別会計 

その他の特別会計とは，公営企業会計と同様，特定の収入をもって事業を行っている

会計で，上記の普通会計及び公営企業会計（法適用）に属さない会計です。公営企業会

計とは異なり，一般行政部門の中で特別会計を設けて運営しています。 

本市の連結対象会計は，以下の９会計です。 

・中央卸売市場費特別会計       ・観光施設事業会計(想定企業会計)    

・駐車場整備事業会計(想定企業会計)    ・農業集落排水事業費特別会計      

・公設浄化槽事業費特別会計            ・介護サービス事業会計(想定企業会計)  

・国民健康保険費特別会計              ・介護保険費特別会計          

・後期高齢者医療費特別会計 
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    ④ 一部事務組合・広域連合 

一部事務組合とは，複数の地方公共団体が行政サービスの一部を共同で行うことを目

的として設置する組織です。また後期高齢者医療については広域連合を設置し，県内市

町が共同して事業を実施しています。 

本市の連結対象団体は，以下の11団体です。 

    ・岩手県後期高齢者医療広域連合   ・岩手県市町村総合事務組合 

・盛岡地区広域行政事務組合     ・盛岡地区衛生処理組合 

    ・矢櫃山造林一部事務組合      ・盛岡・紫波環境施設組合 

    ・紫波、稗貫衛生処理組合      ・盛岡市・矢巾町都市計画事業等組合 

    ・岩手・玉山環境組合        ・盛岡北部行政事務組合 

    ・岩手県競馬組合 

 

   ⑤ 地方三公社・第三セクター等 

総務省方式改定モデルにより連結対象となる第三セクター等は，市の出資（出えんを

含む）比率が50％以上の団体及び市の出資比率が25％以上50％未満の団体で，役員の派

遣，財政支援などの実態から法人経営に実質的に主導的な立場を確保していると認めら

れる場合を連結対象とします。地方三公社は，特別法に基づき地方公共団体が設立する

住宅供給公社，道路公社，土地開発公社で，すべて連結対象となります。 

本市の連結対象団体は，以下の 18 団体です。 

・(財)盛岡地区地場産業振興センター   ・盛岡まちづくり㈱ 

・(財)盛岡観光コンベンション協会    ・たまやま振興㈱ 

・盛岡地区広域土地開発公社       ・(株)盛岡地域交流センター 

・(財)盛岡国際交流協会         ・(社福)盛岡市社会福祉事業団 

・(財)盛岡市勤労者福祉サービスセンター ・(財)盛岡市都南自治振興公社 

・(財)盛岡地区勤労者共同福祉センター  ・(財)盛岡市駐車場公社 

・(財)盛岡市動物公園公社        ・(財)岩手育英会 

・(財)盛岡市文化振興事業団       ・(財)盛岡市体育協会 

・盛岡中央市場冷蔵㈱          ・(財)盛岡市水道サービス公社 

 

(2) 調整事項 

    以下の点については，連結を行うに当たって調整を行っているため，各団体固有の貸借

対照表などとは違いがあります。 

 

  ① 既存の財務書類を修正している主なもの 

・企業会計における企業債を資本から負債に振り替えています。 

 

 ② 連結を行うに当たり相殺消去している主なもの 

・ 企業会計・地方三公社・第三セクター等への出資金など 

・ その他の特別会計への繰出金，第三セクターへの指定管理料など 
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３．平成24年度決算 連結財務書類４表 

  連結財務書類４表について，連結額と会計・団体区分別の内訳を示したものが以下のとお

りです。 

(単位：億円)

連結計

【資産の部】

１．公共資産 4,647.6 2,246.9 0.0 0.0 6,894.5 104.7 10.2 45.4 0.0 7,054.8

(1)有形固定資産 4,588.0 2,142.1 0.0 0.0 6,730.1 104.2 10.2 45.4 0.0 6,889.9

(2)無形固定資産 0.0 104.8 0.0 0.0 104.8 0.0 0.0 0.0 0.0 104.8

(3)売却可能資産 59.6 0.0 0.0 0.0 59.6 0.5 0.0 0.0 0.0 60.1

２．投資等 274.8 1.2 19.3 △ 87.9 207.4 4.3 0.0 17.7 △ 80.6 148.8

(1)投資及び出資金 96.5 0.8 0.0 △ 69.6 27.7 0.0 0.0 0.0 △ 14.7 13.0

(2)貸付金 28.3 0.0 0.0 △ 18.3 10.0 0.0 0.0 0.3 0.0 10.3

(3)基金等 129.3 0.3 3.2 0.0 132.8 4.3 0.0 17.0 △ 65.9 88.2

(4)長期延滞債権 28.5 0.1 28.2 0.0 56.8 0.0 0.0 0.0 0.0 56.8

(5)その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 0.4

(6)回収不能見込額 △ 7.8 0.0 △ 12.1 0.0 △ 19.9 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 19.9

３．流動資産 109.7 126.0 14.8 0.0 250.5 11.1 0.6 17.7 0.0 279.9

(1)資金 103.8 104.1 9.1 0.0 217.0 11.1 0.6 15.3 0.0 244.0

(2)未収金 8.3 20.9 9.7 0.0 38.9 0.0 0.0 2.1 0.0 41.0

(3)販売用不動産 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(4)その他 0.0 1.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.3 0.0 1.3

(5)回収不能見込額 △ 2.4 0.0 △ 4.0 0.0 △ 6.4 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 6.4

４．繰延勘定 0.0 0.7 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7

資産合計 5,032.1 2,374.8 34.1 △ 87.9 7,353.1 120.1 10.8 80.8 △ 80.6 7,484.2

【負債の部】

１．固定負債 1,339.9 911.6 0.0 △ 18.3 2,233.2 24.2 10.3 11.0 0.0 2,278.7

(1)地方債 1,183.5 851.7 0.0 0.0 2,035.2 21.4 10.3 6.9 0.0 2,073.8

(2)長期未払金 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1

(3)引当金 156.4 41.6 0.0 0.0 198.0 2.8 0.0 0.4 0.0 201.2

うち退職手当引当金 155.6 13.1 0.0 0.0 168.7 2.8 0.0 0.4 0.0 171.9

うちその他引当金 0.8 28.5 0.0 0.0 29.3 0.0 0.0 0.0 0.0 29.3

(4)その他 0.0 18.3 0.0 △ 18.3 0.0 0.0 0.0 3.6 0.0 3.6

２．流動負債 144.2 93.7 0.0 0.0 237.9 72.0 0.0 8.0 △ 65.9 252.0

(1)翌年度償還予定地方債 123.8 64.5 0.0 0.0 188.3 4.6 0.0 2.2 0.0 195.1

(2)短期借入金 0.0 2.2 0.0 0.0 2.2 65.9 0.0 0.0 △ 65.9 2.2

(翌年度繰上充用金を含む) 0.0 0.0

(3)未払金 0.0 22.8 0.0 0.0 22.8 0.0 0.0 4.4 0.0 27.2

(4)翌年度支払予定退職手当 12.0 0.0 0.0 0.0 12.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.0

(5)賞与引当金 8.4 0.0 0.0 0.0 8.4 1.5 0.0 0.0 0.0 9.9

(6)その他 0.0 4.2 0.0 0.0 4.2 0.0 0.0 1.4 0.0 5.6

負債合計 1,484.1 1,005.3 0.0 △ 18.3 2,471.1 96.2 10.3 19.0 △ 65.9 2,530.7

純資産合計 3,548.0 1,369.5 34.1 △ 69.6 4,882.0 23.9 0.5 61.8 △ 14.7 4,953.5

負債・純資産合計 5,032.1 2,374.8 34.1 △ 87.9 7,353.1 120.1 10.8 80.8 △ 80.6 7,484.2

公営企業会計
その他の
特別会計

第三ｾｸﾀｰ等 相殺消去等会計名

連結貸借対照表（連結額と会計・団体区分別内訳）
（平成25年３月31日現在)

相殺消去等
一部事務組合
・広域連合

地方三公社普通会計
地方公共団体

計
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(単位：億円)

【経常行政コスト】

(1) 人件費 141.9 31.6 4.5 0.0 178.0 26.1 0.0 22.8 0.0 226.9

(2) 退職手当引当金繰入等 19.4 3.6 0.0 0.0 23.0 2.6 0.0 0.2 0.0 25.8

(3) 賞与引当金繰入等 8.4 0.0 0.0 0.0 8.4 1.4 0.0 0.0 0.0 9.8

小　　計 169.7 35.2 4.5 0.0 209.4 30.1 0.0 23.0 0.0 262.5

(1) 物件費 140.7 32.2 9.7 0.0 182.6 22.0 0.0 18.4 △ 27.6 195.4

(2) 維持補修費 4.8 8.0 0.0 0.0 12.8 1.6 0.0 0.4 0.0 14.8

(3) 減価償却費 133.7 71.3 0.0 0.0 205.0 7.0 0.0 0.5 0.0 212.5

小　　計 279.2 111.5 9.7 0.0 400.4 30.6 0.0 19.3 △ 27.6 422.7

(1) 社会保障給付費 261.1 0.3 378.7 0.0 640.1 296.5 0.0 0.0 △ 3.5 933.1

(2) 補助金等 69.5 16.4 102.8 0.0 188.7 2.2 0.0 2.7 △ 46.6 147.0

(3) 他会計等への支出額 126.9 0.7 0.0 △ 91.7 35.9 0.0 0.0 0.0 △ 46.9 △ 11.0

(4) 他団体への公共資産整備補助金等 19.6 0.0 0.0 0.0 19.6 0.0 0.0 0.0 0.0 19.6

小　　計 477.1 17.4 481.5 △ 91.7 884.3 298.7 0.0 2.7 △ 97.0 1,088.7

(1) 支払利息 20.0 25.2 0.0 0.0 45.2 0.3 0.0 0.2 0.0 45.7

(2) 回収不能見込額 4.6 0.0 5.5 0.0 10.1 0.0 0.0 0.0 0.0 10.1

(3) その他行政コスト 0.0 3.4 3.4 0.0 6.8 33.6 0.0 8.5 0.0 48.9

小　　計 24.6 28.6 8.9 0.0 62.1 33.9 0.0 8.7 0.0 104.7

経常行政コスト（Ａ） 950.6 192.7 504.6 △ 91.7 1,556.2 393.3 0.0 53.7 △ 124.6 1,878.6

【経常収益】

使用料・手数料 17.8 0.0 0.0 0.0 17.8 2.1 0.0 0.2 0.0 20.1

分担金・負担金・寄附金 13.1 0.0 171.6 0.0 184.7 212.7 0.0 0.3 △ 90.1 307.6

保険料 0.0 0.0 121.4 0.0 121.4 0.0 0.0 0.0 0.0 121.4

事業収益 0.0 154.5 0.0 0.0 154.5 36.6 0.0 27.0 △ 9.9 208.2

その他特定行政サービス収入 0.0 9.9 1.3 0.0 11.2 3.3 0.0 3.2 △ 0.1 17.6

他会計補助金等 0.0 38.2 52.9 △ 91.0 0.1 0.0 0.0 24.5 △ 24.5 0.1

経常収益（Ｂ） 30.9 202.6 347.2 △ 91.0 489.7 254.7 0.0 55.2 △ 124.6 675.0

(差引)純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 919.7 △ 9.9 157.4 △ 0.7 1,066.5 138.6 0.0 △ 1.5 0.0 1,203.6

地方三公社

そ
の
他
の
経
費

第三ｾｸﾀｰ等 相殺消去等

人
に
か
か
る
コ
ス
ト

物
に
か
か
る
コ
ス
ト

移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト

地方公共団体
計

連結計

連結行政コスト計算書（連結額と会計・団体区分別内訳）

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

会計名 普通会計 公営企業会計
その他の
特別会計

相殺消去等
一部事務組合
・広域連合
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(単位：億円)

期首純資産残高 3,549.0 1,341.5 30.2 △ 67.3 4,853.4 28.3 0.5 60.3 △ 14.7 4,927.8

純経常行政コスト △ 919.7 9.9 △ 157.4 0.7 △ 1,066.5 △ 138.6 0.0 1.5 0.0 △ 1,203.6

一般財源

地方税 414.4 0.0 0.0 0.0 414.4 0.0 0.0 0.0 0.0 414.4

地方交付税 192.8 0.0 0.0 0.0 192.8 0.0 0.0 0.0 0.0 192.8

その他行政コスト充当財源 74.1 0.0 0.0 △ 0.7 73.4 0.9 0.0 0.0 0.0 74.3

補助金等受入 244.6 6.3 161.3 0.0 412.2 134.0 0.0 0.0 0.0 546.2

臨時損益

災害復旧事業費 △ 0.3 0.0 0.0 0.0 △ 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 0.3

公共資産除売却損益 0.0 1.2 0.0 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2

投資損失 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

損失補償等引当金戻入益 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

出資の受入・新規設立 0.0 1.1 0.0 △ 2.3 △ 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 1.2

資産評価替えによる変動額 △ 6.9 0.0 0.0 0.0 △ 6.9 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 6.9

無償受贈資産受入 0.0 1.2 0.0 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2

その他 0.0 8.3 0.0 0.0 8.3 △ 0.7 0.0 0.0 0.0 7.6

期末純資産残高 3,548.0 1,369.5 34.1 △ 69.6 4,882.0 23.9 0.5 61.8 △ 14.7 4,953.5

地方公共団体
計

連結計第三ｾｸﾀｰ等 相殺消去等

連結純資産変動計算書（連結額と会計・団体区分別内訳）

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

会計名 普通会計 公営企業会計
その他の
特別会計

相殺消去等
一部事務組合
・広域連合

地方三公社
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(単位：億円)

(1) 人件費 170.7 33.9 4.5 0.0 209.1 28.8 0.0 23.0 0.0 260.9

(2) 物件費 140.7 32.2 9.7 0.0 182.6 22.0 0.0 18.7 △ 27.6 195.7

(3) 社会保障給付費 261.1 0.3 378.7 0.0 640.1 296.5 0.0 0.0 △ 3.5 933.1

(4) 補助金等 69.5 16.4 78.5 0.0 164.4 2.1 0.0 2.6 △ 47.8 121.3

(5) 支払利息 20.0 25.2 0.0 0.0 45.2 0.3 0.0 0.2 0.0 45.7

(6)
他会計への事務費等
充当財源支出

87.9 0.7 24.3 △ 66.1 46.8 0.0 0.0 0.0 △ 46.8 0.0

(7) その他支出 5.1 3.7 3.4 0.0 12.2 34.6 0.0 1.8 △ 0.1 48.5

支出合計 755.0 112.4 499.1 △ 66.1 1,300.4 384.3 0.0 46.3 △ 125.8 1,605.2

収入合計 954.9 167.9 503.7 △ 66.1 1,560.4 390.4 5.3 52.7 △ 124.8 1,884.0

経常的収支 199.9 55.5 4.6 0.0 260.0 6.1 5.3 6.4 1.0 278.8

(1) 公共資産整備支出 120.4 39.7 0.0 0.0 160.1 2.6 0.0 0.0 0.0 162.7

(2) 公共資産整備補助金等支出 19.6 0.0 0.0 0.0 19.6 0.0 0.0 0.6 0.0 20.2

(3)
他会計への建設
充当財源支出

1.8 0.0 0.0 △ 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

支出合計 141.8 39.7 0.0 △ 1.8 179.7 2.6 0.0 0.6 0.0 182.9

収入合計 114.5 26.2 0.0 △ 1.8 138.9 1.6 0.0 0.2 0.0 140.7

公共資産整備収支 △ 27.3 △ 13.5 0.0 0.0 △ 40.8 △ 1.0 0.0 △ 0.4 0.0 △ 42.2

(1) 投資及び出資金 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

(2) 貸付金 5.6 0.0 0.0 0.0 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 5.6

(3) 基金積立額 19.1 0.0 1.1 0.0 20.2 3.2 0.0 1.1 0.0 24.5

(4) 定期運用基金への繰出支出 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(5)
他会計への公債費
充当財源繰出支出

39.5 0.0 0.0 △ 39.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(6) 地方債償還額 128.0 67.1 0.0 0.0 195.1 4.6 0.0 0.0 0.0 199.7

(7) 長期借入金返済額 0.0 1.6 0.0 0.0 1.6 0.0 4.5 4.5 0.0 10.6

(8) その他支出 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 65.9 0.7 0.0 0.0 66.6

支出合計 192.3 68.7 1.1 △ 39.5 222.6 73.7 5.2 5.6 0.0 307.1

収入合計 17.3 40.7 0.0 △ 39.5 18.5 67.0 0.0 1.0 △ 1.0 85.5

投資・財務的収支 △ 175.0 △ 28.0 △ 1.1 0.0 △ 204.1 △ 6.7 △ 5.2 △ 4.6 △ 1.0 △ 221.6

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

当年度歳計現金増減額 △ 2.4 14.0 3.5 0.0 15.1 △ 1.6 0.1 1.4 0.0 15.0

期首歳計現金残高 21.1 90.0 5.5 0.0 116.6 11.6 0.6 14.0 0.0 142.8

期末歳計現金残高 18.7 104.0 9.0 0.0 131.7 10.0 0.7 15.4 0.0 157.8

投
資
・
財
務
的
収
支
の
部

当年度短期借入金
(翌年度繰上充用金)増減額

第三ｾｸﾀｰ等 連結計相殺消去等

経
常
的
収
支
の
部

公
共
資
産
整
備
収
支
の
部

地方公共団体
計

地方三公社

連結資金収支計算書（連結額と会計・団体区分別内訳）

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

会計名 普通会計 公営企業会計
その他の
特別会計

相殺消去等
一部事務組合
・広域連合
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○ 連結財務書類からわかること 

 

地方公共団体は，自らが主体となって行政サービスを提供するだけでなく，他の地方公共団

体と共同設立する一部事務組合・広域連合や出資（出えんを含む）を行う地方三公社・第三セ

クター等と連携協力して行政サービスを行っています。これらの外部団体が損失を抱えた場合，

設立者，出資者である地方公共団体に財政的負担を求められることもあります。そこで，連結

財務書類を作成し，地方公共団体の財務書類と比較することで，外部団体の財務状況や地方公

共団体に与える影響度を把握することが重要となってきます。 

本市における「市全体」と「連結」の財務書類を比較したものが以下のとおりとなります。 

 

「市全体」，「連結」の財務書類比較                          （単位：億円） 

H24 市全体（Ａ） 連結（Ｂ）
差引

（Ｂ－Ａ）
連単倍率
（Ｂ/Ａ）

H23
連単倍率

連単倍率
増減

資産合計 7,353.1 7,484.2 131.1 1.02 1.02 0.00

負債合計 2,471.1 2,530.7 59.6 1.02 1.03 △ 0.01

純資産合計 4,882.0 4,953.5 71.5 1.01 1.02 △ 0.01

経常行政コスト 1,556.2 1,878.6 322.4 1.21 1.20 0.01

経常収益 489.7 675.0 185.3 1.38 1.39 △ 0.01

純経常行政コスト 1,066.5 1,203.6 137.1 1.13 1.12 0.01

期首純資産残高 4,853.4 4,927.8 74.4 1.02 1.01 0.01

期末純資産残高 4,882.0 4,953.5 71.5 1.01 1.02 △ 0.01

期首資金残高 116.6 142.8 26.2 1.22 1.27 △ 0.05

期末資金残高 131.7 157.8 26.1 1.20 1.23 △ 0.03

貸借対照表

行政コスト
計算書

純資産
変動計算書

資金収支
計算書

 

※ ｢市全体｣は，普通会計に公営企業会計（法適用）とその他の特別会計を含め，相殺消去等による調整を行ったものです。 

※｢連結｣は,市全体に一部事務組合･広域連合と地方三公社･第三セクター等を含め,相殺消去等による調整を行ったもので

す。 

 

市全体の資産合計が7,353億１千万円に対し，連結では7,484億２千万円となり，連結の市全

体に対する規模を示す連単倍率は1.02倍となっています。連結団体は市全体の２％の資産規模

であり、本市に与える影響は限定的となっています。 

また，負債合計については，市全体2,471億１千万円に対し、連結では2,530億７千万円と1.02

倍に，純資産合計については，市全体4,882億円に対し，連結では4,953億５千万円と1.01倍に

なっており，どちらの連単倍率も資産合計のものとほぼ同率になっています。このことから，

本市においては，財政悪化の要因として危惧される第三セクター等における巨額な負債の問題

も見受けられませんので，連結後も良好な財政状況であることが伺えます。 

なお，行政コスト計算書及び資金収支計算書の各数値が大きくなっており，多くの業務を連

結対象団体が行っていることが伺えます。 
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≪ 参 考 ≫ 

 

一部事務組合等の連結財務書類数値の推移 

  

連結財務書類のうち，市全体を除いた一部事務組合･広域連合と地方三公社･第三セクター等

の数値の推移は以下のとおりとなります。 

 （単位：億円）  

H24 H23 増減 H22 H21 H20

資産合計 131.1 144.8 △ 13.7 150.1 153.9 156.8

負債合計 59.6 70.5 △ 10.9 80.2 88.7 94.3

純資産合計 71.5 74.3 △ 2.8 69.9 65.2 62.5

経常行政コスト 322.4 304.1 18.3 293.8 289.1 265.6

経常収益 185.3 175.9 9.4 173.6 176.3 165.3

純経常行政コスト 137.1 128.2 8.9 120.2 112.8 100.3

期首純資産残高 74.4 69.8 4.6 66.3 63.7 56.8

期末純資産残高 71.5 74.4 △ 2.9 69.8 65.1 62.5

期首資金残高 26.2 27.0 △ 0.8 24.2 21.9 18.9

期末資金残高 26.1 26.7 △ 0.6 27.0 24.5 22.3

連結（市全体以外）

貸借対照表

行政コスト
計算書

純資産
変動計算書

資金収支
計算書

 

 前年度と比べて大きな変動がある資産，負債の減については，盛岡地区広域土地開発公社の

資産売却による借入金の返済等により，資産，負債ともに減少しております。また，行政コス

トについては，岩手県後期高齢者医療広域連合の社会保障給付費が増加しており，それに伴う

負担金の増加により経常収益も増加しております。 
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用語解説 

 

【貸借対照表】 

用  語 解      説 

有形固定資産 行政サービスを提供するために使用する資産など。行政目的別に分類しているが，予算

科目との対応は以下のとおり。 

 

 

売却可能資産 遊休資産や未利用資産などの売却が可能な資産。 

平成24年度貸借対照表においては，現在未使用で売却可能な土地を計上。 

投資及び出資金 公営企業会計への出資金や，民間企業の株式，財団法人への出えん金など。 

投資損失引当金 将来発生する可能性のある投資損失見込額。出資先団体の資産や負債の状況から損失の

見込額を算定。 

長期延滞債権 市税や貸付金・使用料などの収入未済額のうち，１年以上経過したもの。 

未収金 市税や貸付金・使用料などの収入未済額のうち，１年以内に発生したもの。 

その他特定目的基金 社会福祉基金や教育振興基金など，特定の目的のために設けている基金。 

財政調整基金 年度間の財源調整を図り，財政の健全な運営のために設けている基金。 

減債基金 地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けている基金。 

本市における名称は，「盛岡市市債管理基金」。 

回収不能見込額 長期延滞債権や未収金のうち，将来回収不能と見込まれる額。 

過去５年間の不能欠損の実績などから算定。 

退職手当引当金 将来発生すると考えられる退職手当見込額を負債計上したもの。特別職を含む全職員が

年度末に普通退職したと仮定して算定。翌年度支払予定の額は，流動負債の「翌年度支

払予定退職手当」に計上。 

損失補償等引当金 将来発生する可能性のある損失補償等の履行見込額を負債計上したもの。債務残高の額

などを基準として算定。 

算定対象団体は盛岡地域交流センター。 

賞与引当金 将来発生すると考えられる期末勤勉手当見込額を負債計上したもの。翌年度６月支給分

の支給対象期間の12月から翌年５月までのうち，12月～翌年３月までの４月分を算定。 

 

 

貸借対照表 予算科目

生活インフラ・国土保全 土木費

教育 教育費

福祉 民生費

環境衛生 衛生費

産業振興 農林水産費，労働費，商工費

消防 消防費

総務 総務費，その他

議会 議会費
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【行政コスト計算書】 

用  語 解      説 

人件費 給与(報酬，職員給，各種手当など)から退職手当及び前年度賞与引当金を除いた額。 

退職手当引当金繰入等 

賞与引当金繰入額 

貸借対照表上のそれぞれの引当金の項目に当年度繰り入れた額。 

物件費 旅費，備品購入費，委託料，光熱水費などの経費。 

維持補修費 施設などの維持修繕に要する経費。 

減価償却費 有形固定資産が経年劣化などに伴い，価値が減少したと認められる額。 

社会保障給付 児童手当の支給，高齢者や障がい者に対するサービス給付，生活保護などに要する経費。 

補助金等 各種団体に対する補助金など。 

他会計等への支出額 特別会計など他会計に対する繰出金，負担金等。 

他団体への公共資産整備

補助金等 

貸借対照表の欄外に注記した「他団体及び民間への支出金により形成された資産」の当

該年度分支出額。 

支払利息 地方債及び一時借入金の利子支払額。 

回収不能見込計上額 貸付金や未収金などについて，貸借対照表上の回収不能見込額に当年度計上した額。 

使用料 施設を利用した際に徴収する料金の調定額。 

手数料 戸籍や住民票，税務証明の発行など公の役務の提供に対し徴収する料金の調定額。 

分担金・負担金・寄附金 分担金・負担金，寄附金の調定額。 

純経常行政コスト 経常行政コストから行政サービス提供の対価である使用料・手数料や分担金・負担金な

どの経常収益を差し引いた額。これについては市税など一般財源等により賄われる。 
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【純資産変動計算書】 

用  語 解      説 

公共資産等整備国県補助金等 

公共資産等整備一般財源等 

貸借対照表の有形固定資産，投資及び出資金，貸付金，基金（公共資産整備に

充当しないことが明らかなものを除く）を形成している財源。 

その他一般財源等 貸借対照表の公共資産等整備以外の財源。 

資産評価差額 時価評価に伴う変動額や，寄附などにより無償で受贈した場合の評価差額。 

地方税 市民税，固定資産税，軽自動車税など。 

地方交付税 普通交付税，特別交付税。 

その他行政コスト充当財源 地方譲与税，地方消費税交付金，地方特例交付金など。 

補助金等受入 国や県からの補助金。 

臨時損益 経常的でない特別な事由に基づく損益。 

災害復旧事業費 災害によって被害を受けた施設などを復旧するための事業費。 

科目振替 純資産を構成する科目相互間での資金の振替のための項目。 

公共資産整備への財源投入 貸借対照表の公共資産を整備するために投じられた財源の変動。 

公共資産処分による財源増 土地の売却など資産処分による財源の変動。 

貸付金・出資金等への財源投入 貸借対照表の投資及び出資金，貸付金，基金に投じられた額。 

貸付金・出資金等の回収等による

財源増 

投資及び出資金，貸付金，基金を回収したことによる財源の変動。 

減価償却による財源増 減価償却による公共資産等形成の財源からその他一般財源等への振替。 

資産評価替えによる変動額 売却可能資産を時価評価したことによる変動額など。 

無償受贈資産受入 寄附などにより無償で受贈した資産の貸借対照表計上額。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注記】 

１．本文中または表中において，各項目の表示単位未満を四捨五入しているため，内訳と

合計が一致しない場合があります。 

２．本文中または表中の構成率・増減率は，表示単位の数値により算出しているため，千

円単位の財務４表の数値により算出したものと異なる場合があります。 
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